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１ 統計調査の承認等の状況 
（総括表） 
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○基幹統計調査の承認  

 

統計調査の名称  実  施  者  主  な  承  認  事  項  承認月日  

特定サービス産業  

実態調査  

経 済 産 業 大 臣  承認事項の変更   

①調査対象業種を７業種追加

し計 28業種とし、追加業種に対

応した調査票を新設。  

②標本調査方式の導入。  

③事業従事者４人以下の小規

模事業所（母集団が小規模な７

業種を除く。）は、業種横断的に

調査事項を簡素化。  

④標本調査化により精度が著

しく低下することが想定される

全国表及び都道府県表の資本金

規模別集計等は、表章を行わな

い。  

⑤対事業所 22業種は都道府県

経由の調査員調査方式、対企業

６業種は民間委託による郵送調

査方式により実施。  

⑥調査客体や調査員からの問

い合わせに対応するためのコー

ルセンターの設置等。  

 

5.28 
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○一般統計調査の承認

承認年月日 統計調査の名称 実施者

H21. 5. 15 医療経済実態調査 厚 生 労 働 大 臣

H21. 5. 18 病院報告 厚 生 労 働 大 臣

H21. 5. 28 中高年者縦断調査 厚 生 労 働 大 臣

H21. 5. 28 就労条件総合調査 厚 生 労 働 大 臣
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（１）　新　規

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21. 5. 13 新幹線駅と県内各地を結ぶ交通に関する調査 青 森 県 知 事

H21. 5. 13 学校給食への地場農産物の利用状況調査 埼 玉 県 知 事

H21. 5. 13 給与，勤務条件等に関する調査（平成21年度） 広 島 市 人 事 委 員 会

H21. 5. 13 所定労働時間の状況に関する調査 広 島 市 人 事 委 員 会

H21. 5. 14 沖縄県労働条件等実態調査 沖 縄 県 知 事

H21. 5. 19 長野県商圏調査 長 野 県 知 事

H21. 5. 28 賃金退職金等実態調査 静 岡 県 知 事

（２）　変　更

受理年月日 統計調査の名称 実施者

H21. 5.  7 中小企業景況調査 愛 知 県 知 事

H21. 5. 11 企業向けサービス価格調査 日 本 銀 行 総 裁

H21. 5. 12 岐阜県労働条件等実態調査 岐 阜 県 知 事

H21. 5. 27 平成20年度東京都財政収支調査 東 京 都 知 事

 ○届出統計調査の受理
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２ 基 幹 統 計 調 査 の 承 認 
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○基幹統計調査の承認 

【調査名】 特定サービス産業実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０５月２８日 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部サービス統計室 

【目 的】 サービス産業分野のうち，経済産業省が所管する特定の業種を対象とし，事業活動

の詳細な実態を捉え，その業種の特性を明らかにすることによりサービス産業に関す

る施策の基礎資料を得る． 

【沿 革】 本調査は，昭和４８年に「昭和４８年特定サービス業実態調査」の名称で実施され，

対象業種は，毎年調査業種（物品賃貸業，情報サービス業，広告業）と年次別にロー

テーションする業種（知識関連産業，余暇関連産業，公害関連産業）によって構成さ

れていたが，昭和５４年からはさらに行政上必要な業種を追加していくこととし，調

査の名称も「特定サービス産業実態調査」に改められた。 また，平成３年から平成

１１年までは，１．毎年調査業種（５業種），２．周期調査業種（３年周期で１０業

種），３．選択調査業種（毎年１から２業種）のパターンにより実施され，平成１２

年からは，調査業種を「ビジネス支援産業」，「娯楽関連産業」及び「教養・生活関連

産業」の３つのカテゴリーに分割し，各カテゴリーを原則として，３年に１回調査を

行うこととした。平成１８年には，１．母集団情報を従来の業界団体名簿から事業所・

企業統計調査名簿に変更するとともに，調査対象業種の分類区分を日本標準産業分類

の小分類レベルに統一する，２．調査周期については，従来一部業種を除き３年周期

であったものをすべての業種について毎年調査する，３．平成１８年調査はビジネス

支援産業の７業種を対象とする等の改正が行われ，実施された。平成１８年調査にお

ける改正の基本的な考え方に即し，平成１９年には４業種を，さらに，平成２０年に

は１０業種、平成２１年には７業種を調査対象種に追加するよう改正が行われ，現在

に至る。（計２８業種） 

【調査の構成】 １－ソフトウェア業，情報処理・提供サービス業及びインターネット付随サー

ビス業調査票 ２－物品賃貸業調査票 ３－広告業調査票 ４－映像情報制

作・配給業調査票 ５－クレジットカード業，割賦金融業調査票 ６－デザイ

ン業・機械設計業調査票 ７－計量証明業調査票 ８－音声情報制作業調査票 

９－新聞業調査票 １０－出版業調査票 １１－映像・音声・文字情報制作に

附帯するサービス業調査票 １２－機械修理業，電気機械器具修理業調査票 

１３－冠婚葬祭業調査票 １４－映画館調査票 １５－興行場、興行団調査票 

１６－スポーツ施設提供業調査票 １７－公園、遊園地・テーマパーク調査票 

１８－学習塾調査票 １９－教養・技能教授業調査票 

【公 表】 「速報」（調査実施９ヶ月後），「確報」（調査実施１年後），経済産業省のＨＰでも

公表 （表章）全国、都道府県 

※ 
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【調査票名】 １－ソフトウェア業，情報処理・提供サービス業及びインターネット付随サービ

ス業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類３

９１－ソフトウェア業，小分類３９２－情報処理・提供サービス業、小分類４

０１ーインターネット付随サービス業を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事

業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，１７３ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都

道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．本社・支社別，４．

年間売上高，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年間

営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ２－物品賃貸業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類７

０１－各種物品賃貸業，小分類７０２－産業用機械器具賃貸業，小分類７０３

－事務用機械器具賃貸業、小分類７０４ー自動車賃貸業、小分類７０５ースポ

ーツ・娯楽用品賃貸業、小分類７０９ーその他の物品賃貸業を営む事業所 （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，５７０ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→

都道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．本社・支社別，４．

フランチャイズ、５．年間売上高、６．年間営業費用及び年間営業用固定資産

取得額，７．従業者数、８．年間売上高、契約高、９．年間契約件数、１０．

保有数量等 

※ 

【調査票名】 ３－広告業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類７

３１ー広告業を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，８０３ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都

道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 
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 【調査事項】 １．事業所名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．本社・支社別，４．

年間売上高，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年間

営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ４－映像情報制作・配給業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類４１

１－映像情報制作・配給業を営む企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統

計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０３１ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機

関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．企業名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．企業の事業形態，４．

年間売上高、５．映画・テレビ番組及びビデオ制作本数等，６．年間営業費用

及び年間営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ５－クレジットカード業，割賦金融業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類６４

３－クレジットカード業，割賦金融業を営む企業 （抽出枠）平成１８年事業

所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４６８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．企業名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．企業の系統，４．年

間売上高（年間取扱高），５．会員数等，６．年間営業費用及び年間営業用固

定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ６－デザイン業・機械設計業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類７

２６－デザイン業、小分類７４３ー機械設計業を営む事業所 （抽出枠）平成

１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，９２０ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都

道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 



 - 9 - 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．本社・支社別，４．

年間売上高，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年間

営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ７－計量証明業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類７

４５－計量証明業を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査

名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７３５ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都道府県→（調

査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．本社・支社別，４．

年間売上高，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年間

営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ８－音声情報制作業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類４１

２－音声情報制作業を営む企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査

名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機関→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．企業名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．企業の事業形態，４．

年間売上高等，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年

間営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 ９－新聞業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類４１

３－新聞業を営む企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５４７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機

関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．企業名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．企業の事業形態，４．
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年間売上高等，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年

間営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １０－出版業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類４１

４－出版業を営む企業 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機

関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．企業名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．企業の系統，４．年

間売上高等，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年間

営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １１－映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類４１

６－映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業を営む企業 （抽出枠）

平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９１３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→民間調査機

関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．企業名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．企業の事業形態，４．

年間売上高等，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び年

間営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １２－機械修理業，電気機械器具修理業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類９

０１－機械修理業（電気機械器具を除く），小分類９０２－電気機械器具修理

業を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数） （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都道府県→（調

査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地，２．経営組織及び資本金額，３．本社・支社別等，

４．年間売上高，５．年間売上高の契約先産業別割合，６．年間営業費用及び
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年間営業用固定資産取得額，７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １３－冠婚葬祭業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類７

９６ー冠婚葬祭業を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査

名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，６５２ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）平成２１年１１月１日現在 （系統）経済産業

省→都道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年１１月０１日～平成２１年１２月１５

日 

 【調査事項】 １．企業名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、４．

フランチャイズ、５．年間売上高、６．年間取扱件数、７．年間営業費用及び

年間営業用固定資産取得額、８．従業者数 

※ 

【調査票名】 １４－映画館調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類８

０１ー映画館を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６９９ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都道府県→（調

査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２。経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、４．

年間売上高、５．入場者数及び公開本数、６．施設、７．系列・立地環境等、

８．年間営業用固定資産取得額、９．従業者数 

※ 

【調査票名】 １５－興行場、興行団調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類８

０２ー興行場（別掲を除く）、興行団を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事

業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０５５ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎月１１月１日現在 （系統）経済産業省→都

道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、４．

事業の形態等、５．年間売上高等、６．年間営業費用及び年間営業用固定資産
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取得額、７．従業者数 

※ 

【調査票名】 １６－スポーツ施設提供業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類８

０４－スポーツ施設提供業を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業

統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５７６ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都

道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、４．

フランチャイズ、５．事業の形態等、５．従業者数、６．年間売上高、７．施

設キャパシティ、年間営業日数、年間利用者数等、８．年間営業費用及び年間

営業用固定資産取得額、９．従業者数 

※ 

【調査票名】 １７－公園、遊園地・テーマパーク調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類８

０５－公園、遊園地を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調

査名簿 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９３７ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）

自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都道府県→（調

査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３。本社・支社別、４．

年間売上高、５．総敷地面積、駐車場の台数及び保有施設、６．入場者数及び

年間入場者数等、７．年間営業費用及び年間営業用固定資産取得額、８．従業

者数 

※ 

【調査票名】 １８－学習塾調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類８

２３－学習塾を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，２８０ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都

道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、４．



 - 13 - 

フランチャイズ、５．年間売上高、６．講座数、受講生数等、７．入会金・講

座単価等、８．インターネットを利用した指導方法の採用の有無、９．年間営

業費用及び年間営業用固定資産取得額、１０．従業者数 

※ 

【調査票名】 １９－教養・技能教授業調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げる小分類８

２４－教養・技能教授業を営む事業所 （抽出枠）平成１８年事業所・企業統

計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，４５９ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月１日現在 （系統）経済産業省→都

道府県→（調査員）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月０１日～１２月１５日 

 【調査事項】 １．事業所名及び所在地、２．経営組織及び資本金額、３．本社・支社別、４．

フランチャイズ、５．年間売上高、６．講座数、受講者数等、７．受講料及び

入会金等、８．前受金、９．教室・施設の床面積、１０．年間営業費用及び年

間営業用固定資産取得額、１１．従業者数 
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○一般統計調査の承認 

【調査名】 医療経済実態調査 

【承認年月日】 平成２１年０５月１５日 

【実施機関】 厚生労働省保険局医療課保険医療企画調査室 

【目 的】 病院，一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明ら

かにし，社会保険診療報酬に関する基礎資料を整備する。 

【調査の構成】 １－病院調査票 ２－一般診療所調査票 ３－歯科診療所調査票 ４－保険薬

局調査票 ５－保険者調査票 

【公 表】 厚生労働省ホームページ及びにｅ－ｓｔａｔにて公表 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－病院調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）社会保険による診療を行っ

ている病院 （抽出枠）医療施設基本ファイル 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，７５４／８，４００ （配布）郵送・オ

ンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の６

月及び調査年の３月末までに終了する直近の事業年（度） （系統）厚生労働

省（中央社会保険医療協議会）→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査年の７月３１日 

 【調査事項】 基本データ（病院の概要），損益，給与，資産・負債，租税公課等 

※ 

【調査票名】 ２－一般診療所調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）社会保険により診療を行っ

ている一般診療所 （抽出枠）医療施設基本ファイル 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，４１４／６０，６００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の

６月及び調査年の３月末までに終了する直近の事業年（度） （系統）厚生労

働省（中央社会保険医療協議会）→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査年の７月３１日 

 【調査事項】 基本データ（診療所の概要），損益，給与，資産・負債、租税公課等 

※ 

【調査票名】 ３－歯科診療所調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）社会保険による診療を行っ

ている歯科診療所 （抽出枠）医療施設基本ファイル 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，１１３／５５，８００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の

６月及び調査年の３月末までに終了する直近の事業年（度） （系統）厚生労
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働省（中央社会保険医療協議会）→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査年の７月３１日 

 【調査事項】 基本データ（歯科診療所の概要），損益，給与，資産・負債，租税公務等 

※ 

【調査票名】 ４－保険薬局調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）社会保険による調剤を行っ

ている保険薬局 （抽出枠）保険薬局基本ファイル 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５４４／３８，７００ （配布）郵送・

オンライン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）調査年の

６月及び調査年の３月末までに終了する直近の事業年（度） （系統）厚生労

働省（中央社会保険医療協議会）→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査年の７月３１日 

 【調査事項】 基本データ（保険薬局の概要），損益，資産・負債，租税公課等 

※ 

【調査票名】 ５－保険者調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）共済組合 （属性）組合管掌健康保険及び共済組合の

各保険者 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）調査年の前年度末現在。ただし，直営保養所・保健会館に関

する事項のうち，利用者数，総収入及び総支出については，調査年の前年度の

状況。 （系統）厚生労働省（中央社会保険医療協議会）→報告者 

 【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）調査年の８月３１日 

 【調査事項】 １．土地に関する事項，（１）施設の種類，（２）名称，（３）所在地，（４）地

目，（５）面積，（６）取得年月日，（７）取得価格，（８）帳簿価格，（９）固

定資産税評価額，（１０）時価評価額，（１１）評価方法，（１２）評価年月，

２．直営保養所・保健会館に関する事項，（１）施設の種類，（２）名称，（３）

所在地，（４）建築面積，（５）延べ面積，（６）帳簿価格，（７）利用者数，（８）

総収入，（９）総支出 
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【調査名】 病院報告 

【承認年月日】 平成２１年０５月１８日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 全国の病院，療養病床を有する診療所における患者の利用状況及び病院の従事者の

状況を把握して，医療行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－病院報告（患者票） 

【公 表】 「年報の概況」（調査年の翌年９月末），「年報」（調査年の翌々年３月末），「月報」

（公表作業が終了次第速やかに公表する（原則として調査月の翌々月の月末） 

（表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－病院報告（患者票） 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）全国の病院及び療養病床を

有する診療所 （抽出枠）医療施設基本ファイル 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，７００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末現在 （系統）厚生労働

省→都道府県→（保健所を設置する市・特別区）→保健所→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２０日まで 

 【調査事項】 １．在院患者延数，２．月末在院患者数，３．新入院患者数，４．退院患者数，

５．外来患者延数，６．療養病床に係る同一医療機関内の他の種別の病床から

移された患者数及び同一医療機関内の他の種別の病床へ移された患者数，７．

介護療養病床に係る同一医療機関内の介護療養病床以外（他の種別の病床を含

む。）の病床から移された患者数，８．同一医療機関内の介護療養病床以外（他

の種別の病床を含む。）の病床へ移された患者数及び月末病床数 
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【調査名】 中高年者縦断調査 

【承認年月日】 平成２１年０５月２８日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計課 

【目 的】 団塊の世代を含む全国の中高年者世代の５０歳から５９歳の男女を追跡して、その

『健康・就業・社会活動』について，意識面・事実面の変化の過程を継続的に調査し、

行動の変化や事象間の関連性等を把握し，高齢者対策等厚生労働行政施策の企画，実

施のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－中高年者の生活に関する継続調査票 

【公 表】 「調査結果の概況」（調査実施の翌年１２月）（概況公表後，報告書刊行） （表章）

全国 

※ 

【調査票名】 １－中高年者の生活に関する継続調査票 

 【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）平成１７年１０月末現在で５０～５９

歳であった男女 （抽出枠）平成１６年国民生活基礎調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２９，７００／９６，４００ （配布）郵送・

調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）毎年１１月の第一

水曜日 （系統）（調査員調査）厚生労働省→都道府県→（保健所設置市・特

別区）→保健所→調査員→報告者，（郵送調査）厚生労働省→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年調査日の前後２週間 

 【調査事項】 １．家族状況，２．健康状況，３．就業状況，４．社会活動，５．住居・家計

状況等 
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【調査名】 就労条件総合調査 

【承認年月日】 平成２１年０５月２８日 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 主要産業における企業の賃金制度，労働時間制度，労働費用，福祉施設・制度，退

職給付制度及び定年制等の基本的事項をローテーションにより調査し，その実態を総

合的に明らかにする。 

【調査の構成】 １－就労条件総合調査調査票 

【公 表】 「調査結果報告書」及び厚生労働省ホームページに掲載 （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－就労条件総合調査調査票 

 【調査対象】 （地域）日本国全域 （単位）企業 （属性）鉱業，採石業，砂利採取業，建

設業，製造業，電気・ガス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，郵便業，

卸売業，小売業，金融業，保険業，不動産業，物品賃貸業，学術研究，専門・

技術サービス業，宿泊業，飲食サービス業，生活関連サービス業，娯楽業（そ

の他の生活関連サービス業のうち，家事サービス業を除く。），教育，学習支援，

医療，福祉及びサービス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く。）に属

し，常用労働者３０人以上の民営企業。 （抽出枠）平成１８年事業所・企業

統計調査民営事業所漢字リスト 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，１００／１４６，０００ （配布）郵送・

調査員 （取集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）調査実施年の１月

１日現在，又は，調査実施年の前年の１月１日から１２月３１日（若しくは会

計年度） （系統）厚生労働省→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１月１０日～１月３１日。ただし，廃止や規模縮

小により対象外となった企業の代替分の調査については，３月１０日までと

する。 

 【調査事項】 １．企業の属性に関する事項，（１）企業の名称，（２）本社の所在地，（３）

企業の主な生産品の名称又は事業の内容，（４）企業の常用労働者数，（５）労

働組合の有無，（６）企業にある義務，２．労働時間制度に関する事項，（１）

所定労働時間，（２）週休制，（３）年間休日総数，（４）年次有給休暇，（５）

変形労働時間制，（６）みなし労働時間制，３．賃金制度に関する事項，（１）

賃金形態，（２）賃金制度の改定状況，（３）業績評価制度，（４）諸手当，４．

定年制等に関する事項，（１）定年制，（２）定年後の措置，（３）６５歳以上

の人が働くことができる仕組み 
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（１）新規 

【調査名】 新幹線駅と県内各地を結ぶ交通に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月１３日 

【実施機関】 青森県企画政策部新幹線・交通政策課 

【目 的】 青森県民の新幹線駅と県内各地を結ぶ交通の利用意向を調査し、新幹線二次交通

の整備促進に係る基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－新幹線駅と県内各地を結ぶ交通に関する調査 

※ 

【調査票名】 １－新幹線駅と県内各地を結ぶ交通に関する調査 

 【調査対象】 （地域）青森県全域 （単位）個人 （属性）青森県内在住の１８歳以上の

者 （抽出枠）住民基本台帳 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／１，１６６，０００ （配布）

郵送 （取集）職員 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月１日 （系

統）青森県→民間事業者→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月１５日 

 【調査事項】 １．フェイス事項（性別、年齢、居住地、職業）、２．観光・レジャーなどプ

ライベートでの旅行状況、３．ビジネス・出張などの旅行状況、４．県外へ

の旅行等で利用する主なルート及び交通機関、５．青森県内の新幹線駅と県

内各地を結ぶ交通について 
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【調査名】 学校給食への地場農産物の利用状況調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月１３日 

【実施機関】 埼玉県農林部経済流通課 

【目 的】 学校給食における地場農産物の利用状況に係る統計の作成をする。 

【調査の構成】 １－学校給食への地場農産物の利用状況調査票 

※ 

【調査票名】 １－学校給食への地場農産物の利用状況調査票 

 【調査対象】 （地域）埼玉県内全域 （単位）地方公共団体 （属性）埼玉県内全市町村 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）調査実施年の前年度１年間（４月１日～３月３１日） （系

統）埼玉県→市町村担当課 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年６月１５日～７月３１日 

 【調査事項】 学校給食への地場農産物の利用実績の有無，内容及び今後の方針 
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【調査名】 給与，勤務条件等に関する調査（平成２１年度） 

【受理年月日】 平成２１年０５月１３日 

【実施機関】 広島市人事委員会事務局調査課 

【目 的】 民間事業所における給与，勤務条件等の実態を把握する。 

【調査の構成】 １－給与，勤務条件等に関する調査票（平成２１年度） 

※ 

【調査票名】 １－給与，勤務条件等に関する調査票（平成２１年度） 

 【調査対象】 （地域）広島市内全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上で、

事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年職種別民間給与実態

調査対象事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７０／５３５ （配布）調査員 （取集）

調査員 （記入）自計 （把握時）報告日現在 （系統）広島県人事委員会

及び広島市人事委員会→調査員→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月１８日～０６月１８日 

 【調査事項】 １．勤務地域による給与の支給状況等，２．住宅手当及び通勤手当の支給状

況，３．勤務時間制度等の状況 
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【調査名】 所定労働時間の状況に関する調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月１３日 

【実施機関】 広島市人事委員会事務局調査課 

【目 的】 平成２１年の職員の給与等に関する報告及び勧告を行うに当たり，民間事業所の

所定労働時間の実態を把握する。 

【調査の構成】 １－所定労働時間の状況に関する調査票 

※ 

【調査票名】 １－所定労働時間の状況に関する調査票 

 【調査対象】 （地域）広島市内全域 （単位）事業所 （属性）企業規模５０人以上で、

事業所規模５０人以上の事業所 （抽出枠）平成２１年職種別民間給与実態

調査対象事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１５２／５３５ （配布）郵送・調査員 （取

集）郵送・調査員 （記入）自計 （把握時）平成２１年４月１日現在 （系

統）広島市人事委員会（広島県人事委員会も調査事務に協力）→調査員→報

告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年０５月１８日～０６月３０日 

 【調査事項】 事務・管理部門の従業員の１日及び１週間の所定労働時間 

 



 - 25 - 

【調査名】 沖縄県労働条件等実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月１４日 

【実施機関】 沖縄県観光商工部雇用労政課 

【目 的】 沖縄県内中小企業における労働条件等の実態を把握することにより，労働環境の

向上に向けた施策の充実を図る。 

【調査の構成】 １－沖縄県労働条件等実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－沖縄県労働条件等実態調査票 

 【調査対象】 （地域）沖縄県全域 （単位）事業所 （属性）従業者規模５人以上の事業

所 （抽出枠）事業所・企業統計調査 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／２１，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）７月３１日現在 （系統）沖縄県

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２１年０８月０４日～２１日 

 【調査事項】 １．事業所の概要・賃金・休暇制度，２．仕事と家庭の両立支援，３．勤労

者福祉，４．労働者のメンタルヘルス，５．職場におけるセクシュアルハラ

スメント，６．男女の均等な待遇の確保，７．パートタイム労働者について 
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【調査名】 長野県商圏調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月１９日 

【実施機関】 長野県商工労働部産業政策課 

【目 的】 県下一斉に消費者の買物行動を調査し、広域的商圏の動向を把握することにより、

中小小売業の振興施策の基礎資料を得る 

【調査の構成】 １－お買物調査票 

※ 

【調査票名】 １－お買物調査票 

 【調査対象】 （地域）長野県全域 （単位）世帯 （属性）県内世帯 （抽出枠）県内公

立中学校の２年生のいる世帯 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７，９６０／７９６，３５７ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）長野県→民

間調査機関→市町村教育委員会→中学校→報告者 

 【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）５月～６月の間の約１０日間 

 【調査事項】 １．現在住んでいる市町村名、２．家庭での買物について（商品ごとに買物

する場所、買物する店等）３．インターネットを利用しての買物について 

 



 - 27 - 

【調査名】 賃金退職金等実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月２８日 

【実施機関】 静岡県産業部就業支援局労働政策室 

【目 的】 静岡県内の主要産業に属する中小企業の賃金，退職金等の実態を明らかにするこ

とにより、中小企業の賃金労務改善に役立てるとともに，労働行政推進の基礎資料

とする。 

【調査の構成】 １－賃金退職金等実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－賃金退職金等実態調査票 

 【調査対象】 （地域）静岡県下全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類の１．建設業，２．製造業，３．情報通信業，４．運輸業（郵便業

は除く），５．卸売業，小売業，６．金融業，保険業，７．飲食サービス業，

宿泊業，８．学術研究，専門・技術サービス業，９．生活関連サービス業，

娯楽業，１０．教育，学習支援業，１１．医療，福祉，１２．サービス業（他

に分類されないもの）に属する事業所のうち，常用労働者数３００人未満の

民間事業所。なお、８．から１２．を「サービス業」として調査する。 （抽

出枠）平成１８年事業所・企業統計調査事業所名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／１２，０００ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成２１年７月３１日現在又は平

成２１年７月１か月 （系統）静岡県→民間調査機関→報告者 

 【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２１年８月２８日まで 

 【調査事項】 １．事業所の概況，２．所定労働時間・週休制度等，３．労働時間制度，４．

休暇・休業制度，５．賃金調整・雇用調査，６．初任給，７．退職金制度，

８．賃金の状況 
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（２）変更 

【調査名】 中小企業景況調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月０７日 

【実施機関】 愛知県産業労働部産業労働政策課 

【目 的】 県内中小企業の産業活動の動向に関する基礎的な事項について把握し、地域経済

に関する施策の企画・立案及び効果的な推進を図る。 

【調査の構成】 １－中小企業景況調査票 

※ 

【調査票名】 １－中小企業景況調査票 

 【調査対象】 （地域）愛知県内全域 （単位）事業所及び企業 （属性）日本標準産業分

類による製造業、卸・小売業、建設業、サービス業を営む中小企業 （抽出

枠）平成１８年度事業所・企業統計調査名簿 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／１６２，０００ （配布）郵

送・ファクシミリ （取集）郵送・ファクシミリ （記入）自計 （把握時）

毎年４～６月期は６月１日、７～９月期は９月１日、１０～１２月期は１２

月１日、１～３月期は３月１日 （系統）愛知県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）基準となる期間は、毎年４月から６月、７

月から９月、１０月～１２月、１月～３月 

 【調査事項】 １．当期（平成２１年１月～３月）の経常実績、２．当期の採算、３．当期

の設備投資、４．雇用人員、５．金融機関の貸出態度、６．当期経営上の問

題点、７．行政が今後強化すべき支援策、８．来期（平成２１年４月～６月）

の見通し、８．来期の採算、９．来期の設備投資の計画、１０．大学等新卒

者の採用動向 
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【調査名】 企業向けサービス価格調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月１１日 

【実施機関】 日本銀行調査統計局物価統計担当 

【目 的】 企業向けサービス価格指数作成の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－企業向けサービス価格調査票 

※ 

【調査票名】 １－企業向けサービス価格調査票 

 【調査対象】 （地域）全国（調査価格の代表性等により品目毎に異なるが，関東地区を中

心に関西，中部等全国に及ぶ。） （単位）企業 （属性）企業向けサービス

を提供している部門 （抽出枠）会社四季報，業界団体名簿および業界から

のヒアリング等により，原則として各品目における取引高が上位の業者を選

定。 

 【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７９０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）日本銀行調査統計局→報告者 

 【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月中旬 

 【調査事項】 １．銘柄，２．価格条件（表示通貨，受渡条件・数量単位等），３．調査価格 
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【調査名】 岐阜県労働条件等実態調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月１２日 

【実施機関】 岐阜県商工労働部労働雇用課 

【目 的】 岐阜県内企業の賃金，その他の労働条件の実態を把握し，主として中小企業の賃

金，労務管理の改善に役立てると共に，労働行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－岐阜県労働条件等実態調査票 

※ 

【調査票名】 １－岐阜県労働条件等実態調査票 

 【調査対象】 （地域）岐阜県内全域 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類に掲げ

る大分類のうち，対象となる産業に属し，常用労働者１０人以上の事業所。

（対象となる産業：建設業，製造業，情報通信業，運輸業，郵便業，卸売業，

小売業，金融業，保険業，宿泊業，飲食サービス業，医療，福祉，教育，学

習支援業，複合サービス事業，サービス業（他に分類されないもの）） 

 【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４００／１８，９４３ （配布）郵送 

（取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎年７月３１日現在 （系統）岐

阜県→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０５日～０８月２８日 

 【調査事項】 １．労働者の状況，２．労働時間状況，３．賃金の支給状況，４．モデル賃

金，５．週休２日制の実施状況，６．休暇制度の実施状況，７．パートタイ

マーの雇用状況，８．育児休業制度の実施状況，９．介護休業制度の実施状

況，１０．育児・介護を行う労働者への支援制度，１１．定年制やそれに関

する事項，１２．労働時間制度 
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【調査名】 平成２０年度東京都財政収支調査 

【受理年月日】 平成２１年０５月２７日 

【実施機関】 東京都総務局統計部調整課 

【目 的】 東京都の区域に所在する政府関係機関等の財政収支の実態を把握し，都民経済計

算における基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－東京都財政収支調査票（乙） ２－東京都財政収支調査票（甲）（一般会

計用） ３－社会保障基金調査票 ４－電気業収支調査票 ５－ガス業収支

調査票 ６－東京都財政収支調査票（甲）（特別会計用） ７－東京都財政収

支調査表（乙）独立行政法人用） 

※ 

【調査票名】 １－東京都財政収支調査票（乙） 

 【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）事業団 （属性）事業団及び公的企業 （抽

出枠）調査対象機関名簿（東京都作成） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度（４月１日から３月３１日まで） （系統）東京都

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０１日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．事業体の概要，２．費用・収益，３．有形固定資産，４．たな卸資産，

５．寄付金収入内訳、６．特定調査項目 

※ 

【調査票名】 ２－東京都財政収支調査票（甲）（一般会計用） 

 【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）行政機関 （属性）国の機関 （抽出枠）調

査対象機関名簿（東京都作成） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度（４月１日から３月３１日まで） （系統）東京都

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０１日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．機関の概要，２．歳入，３．歳出，４．歳入内訳表，５．歳出内訳表，

６．特定調査項目 

※ 

【調査票名】 ３－社会保障基金調査票 

 【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）社会保障基金 （属性）社会保障基金 （抽

出枠）調査対象機関名簿（東京都作成） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度（４月１日から３月３１日まで） （系統）東京都

→報告者 
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 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０１日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．組合員数、２．損益計算事業収入のうち利息及び配当金、３．社会保障

負担金、４．社会保障負担金、６．社会保障給付金 

※ 

【調査票名】 ４－電気業収支調査票 

 【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）電気業 （抽出枠）調査対象

機関名簿（東京都作成） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度（４月１日から３月３１日まで） （系統）東京都

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０１日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．費用・収益，２．租税公課額，３．発電量・従業者数，４．消費税額 

※ 

【調査票名】 ５－ガス業収支調査票 

 【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）企業 （属性）ガス業 （抽出枠）調査対象

機関名簿（東京都作成） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度（４月１日から３月３１日まで） （系統）東京都

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０１日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．費用・収益，２．租税公課額，３．発電量・従業者数，４．消費税額 

※ 

【調査票名】 ６－東京都財政収支調査票（甲）（特別会計用） 

 【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）行政機関 （属性）国の機関 （抽出枠）調

査対象機関名簿（東京都作成） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）前年度（４月１日から３月３１日まで） （系統）東京都

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０１日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．機関の概要，２．歳入，３．歳出、４．歳入内訳表、５．歳出内訳表、

６．特定調査項目 

※ 

【調査票名】 ７－東京都財政収支調査表（乙）独立行政法人用） 

 【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）独立行政法人 （属性）独立行政法人 （抽

出枠）調査対象機関名簿（東京都作成） 

 【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）
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自計 （把握時）前年度（４月１日から３月３１日まで） （系統）東京都

→報告者 

 【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０７月０１日～０８月３１日 

 【調査事項】 １．事業体の概要、２．費用・収益、３．有形固定資産、４．たな卸資産、

５．特定調査項目 
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